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1.  平成21年3月期第1四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年6月30日） 

当第１四半期より連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期の数値及びこれに係る対前年同四半期増減率については記載しておりません。  

(2) 連結財政状態 

当第１四半期より連結財務諸表を作成しているため、前期の数値については記載しておりません。   

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第1四半期 1,971 ― 254 ― 311 ― 162 ―
20年3月期第1四半期 ― ― ― ― ― ― ― ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益
円 銭 円 銭

21年3月期第1四半期 914.43 913.88
20年3月期第1四半期 ― ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第1四半期 11,147 8,942 79.9 50,140.78
20年3月期 ― ― ― ―

（参考） 自己資本   21年3月期第1四半期  8,901百万円 20年3月期  ―百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 0.00 ― 3,000.00 3,000.00
21年3月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― 0.00 ― 2,200.00 2,200.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  

当第１四半期より連結財務諸表を作成しているため、対前期増減率については記載しておりません。  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 4,200 ― 590 ― 660 ― 350 ― 1,968.86
通期 9,000 ― 1,170 ― 1,370 ― 720 ― 4,050.22

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧下さい。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧下さい。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

当第１四半期より連結財務諸表を作成しているため、前期末及び前年同四半期の株式数については記載しておりません。  

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料等に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社グループが現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実
際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想に関する事項は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】「３．連結業績予想に関する定性的情
報」をご覧下さい。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第1四半期  180,312株 20年3月期  ―株
② 期末自己株式数 21年3月期第1四半期  2,778株 20年3月期  ―株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第1四半期  177,697株 20年3月期第1四半期  ―株



定性的情報・財務諸表等 
１．連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期におけるわが国経済は、世界経済の減速懸念に加え、原油に代表される原材料の価格の高騰によ
り、先行きは不透明感が強まる状況となりました。 
こうしたなか、当社グループは、当第１四半期におきまして、中期経営計画の方向性に基づき、高齢者ケア事業
における福祉用具レンタル卸サービス事業、在宅介護サービス事業及び商品販売事業の体制充実を図りました。 
当社が中心に事業展開する福祉用具レンタル卸サービス事業につきましては、かねてからメーカーと連携を図
り、新たなレンタル商品を積極的に導入していくこととしておりますが、当第１四半期には、主力の車いすにおい
てオリジナルモデルのレンタルを開始いたしました。当商品は、利用者に合わせてサイズ調整が可能であり、安全
面にも充分に留意した商品となっており、好調に稼動しております。また、軽度者から中重度者まで幅広い商品を
取り揃え、さらに物流機能に特化した拠点を２拠点開設するなど、当社取引先である指定居宅サービス事業者の一
層の利便性向上を図り、後方支援体制を強化しました。 
在宅介護サービス事業につきましては、既存の在宅介護サービスを行う子会社３社に加えて、平成20年４月、医
療と介護の連携の分野での複合的な在宅介護サービス提供を目的として、子会社の株式会社グリーンケアブリッジ
（福島県郡山市）が小規模多機能型居宅介護（以下、小規模多機能ケア）と訪問看護・リハビリテーションとい
う、新たなビジネスモデルでのサービス提供を開始いたしました。 
また、これまでのモデル事業での知見を活かし、平成20年５月、子会社の株式会社グリーンケアはーねす（島根
県出雲市）が、小規模多機能ケアと通所介護のサービス提供を開始いたしました。 
当社が中心に事業展開する商品販売事業につきましては、引き続き介護予防関連商品及び介護施設向け商品の一
層の充実を図るとともに、アクティブシニアを含めた高齢者向け商品など、商品ラインナップの充実に努めまし
た。 
以上の結果、当第１四半期の業績につきましては、連結売上高が1,971百万円、営業利益が254百万円、経常利益
が311百万円、四半期純利益が162百万円となりました。 

２．連結財政状態に関する定性的情報 
（１）資産、負債及び純資産の状況 

当第１四半期末の資産合計は11,147百万円、負債合計は2,204百万円、 純資産合計は8,942百万円となりまし
た。 

（２）キャッシュ・フローの状況 
当第１四半期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フロー
が279百万円の資金増、投資活動によるキャッシュ・フローが48百万円の資金減、財務活動によるキャッシュ・
フローが493百万円の資金減となり、当第１四半期末には4,354百万円となりました。 
当第１四半期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動の結果得られた資金は、279百万円となりました。この主な要因は、税金等調整前四半期純利益310百万
円及び減価償却費284百万円等があったものの、レンタル資産の取得による支出407百万円及び法人税等の支払額59
百万円等があったことによるものであります。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動の結果使用した資金は、48百万円となりました。この主な要因は、有形固定資産の取得による支出33百
万円、無形固定資産の取得による支出9百万円等があったことによるものであります。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動の結果使用した資金は、493百万円となりました。この主な要因は、自己株式の取得による支出14百万
円及び配当金の支払額478百万円があったことによるものであります。 

（注）当第１四半期より連結財務諸表を作成しているため、対前期比増減額は記載しておりません。 



３．連結業績予想に関する定性的情報 
平成21年３月期通期の連結業績予想といたしましては、連結売上高は9,000百万円、営業利益は1,170百万円、経
常利益は1,370百万円、当期純利益は720百万円を見込んでおり、平成20年４月28日付「連結決算の開始及び平成21
年３月期の連結業績予想について」に記載の予想に変更はありません。 
業績予想は、当社グループが現時点で入手可能な情報による判断、仮定等に基づいて作成しております。今後の
国内外の経済情勢、当社グループ事業運営における状況の変化、見通しに内在する様々な要素や潜在リスク等の要
因により、結果的に実際の業績が見通しと大きく異なることがあります。 

４．その他 
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

該当事項はありません。 

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 
税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計
適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。な
お、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 
① 当第１四半期連結会計期間より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財
務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連
結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 
② 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として原価法によっておりましたが、当第１四半
期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用さ
れたことに伴い、主として原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更
しております。 
 これによる損益に与える影響はありません。 



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 1,356,858 － 
売掛金 123,122 － 
レンタル未収入金 854,423 － 
有価証券 2,997,473 － 
商品 29,956 － 
短期貸付金 2,000,000 － 
その他 500,988 － 
貸倒引当金 △39,700 － 

流動資産合計 7,823,121 － 

固定資産   
有形固定資産   
レンタル資産 1,808,558 － 
その他 683,466 － 

有形固定資産合計 2,492,024 － 

無形固定資産   
のれん 6,661 － 
その他 281,814 － 

無形固定資産合計 288,476 － 

投資その他の資産 542,539 － 

固定資産合計 3,323,040 － 

繰延資産 969 － 

資産合計 11,147,131 － 

負債の部   
流動負債   
買掛金 91,115 － 
レンタル資産購入未払金 365,429 － 
未払法人税等 149,489 － 
賞与引当金 185,928 － 
レンタル資産保守引当金 450,500 － 
その他 376,650 － 

流動負債合計 1,619,113 － 

固定負債   
退職給付引当金 348,884 － 
役員退職慰労引当金 46,614 － 
その他 189,543 － 

固定負債合計 585,042 － 

負債合計 2,204,156 － 



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   
株主資本   
資本金 2,896,950 － 
資本剰余金 1,640,950 － 
利益剰余金 4,747,589 － 
自己株式 △383,796 － 

株主資本合計 8,901,693 － 

少数株主持分 41,281 － 

純資産合計 8,942,975 － 

負債純資産合計 11,147,131 － 



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
  至 平成20年６月30日） 

売上高 1,971,942 
売上原価 949,979 
売上総利益 1,021,963 
販売費及び一般管理費 767,785 
営業利益 254,177 
営業外収益  
受取利息 3,797 
有価証券利息 5,539 
ソフトウェア使用料 7,205 
レンタル資産修繕収入 5,893 
補助金収入 30,000 
雑収入 4,564 
営業外収益合計 57,000 

営業外費用  
雑損失 176 
営業外費用合計 176 

経常利益 311,001 
特別損失  
固定資産除却損 874 
特別損失合計 874 

税金等調整前四半期純利益 310,127 

法人税、住民税及び事業税 142,198 
法人税等調整額 － 

法人税等合計 142,198 
少数株主利益 5,436 
四半期純利益 162,492 



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
  至 平成20年６月30日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー  
税金等調整前四半期純利益 310,127 
減価償却費 284,168 
長期前払費用償却額 3,576 
のれん償却額 410 
貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,800 
賞与引当金の増減額（△は減少） 66,317 
レンタル資産保守引当金の増減額（△は減少） 8,900 
退職給付引当金の増減額（△は減少） 13,506 
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,475 
受取利息及び受取配当金 △4,202 
有価証券利息 △5,539 
レンタル資産除却損 4,106 
固定資産除却損 874 
売上債権の増減額（△は増加） △17,107 
未収入金の増減額（△は増加） 12,481 
たな卸資産の増減額（△は増加） △1,747 
前払費用の増減額（△は増加） 12,131 
レンタル資産の取得による支出 △407,523 
仕入債務の増減額（△は減少） △10,735 
未払金の増減額（△は減少） 18,425 
その他 40,461 
小計 329,305 
利息及び配当金の受取額 9,742 
法人税等の支払額 △59,658 

営業活動によるキャッシュ・フロー 279,389 

投資活動によるキャッシュ・フロー  
有形固定資産の取得による支出 △33,490 
無形固定資産の取得による支出 △9,592 
長期前払費用の取得による支出 △4,285 
差入保証金の差入による支出 △976 
差入保証金の回収による収入 936 
投資有価証券の取得による支出 △1,162 
その他 452 

投資活動によるキャッシュ・フロー △48,118 

財務活動によるキャッシュ・フロー  
自己株式の取得による支出 △14,823 
配当金の支払額 △478,518 

財務活動によるキャッシュ・フロー △493,341 

現金及び現金同等物に係る換算差額 238 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △261,831 

現金及び現金同等物の期首残高 4,616,163 
現金及び現金同等物の四半期末残高 4,354,331 



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する
会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に
従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

（４）継続企業の前提に関する注記 
 該当事項はありません。 

（５）セグメント情報 
【事業の種類別セグメント情報】 
当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 
当社グループは高齢者ケア事業の単一セグメントのため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略してお
ります。 

【所在地別セグメント情報】 
当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 
本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 
当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 
海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 
 該当事項はありません。 



【参考】 
前四半期に係る財務諸表等 
（１）（要約）四半期連結損益計算書 

当第１四半期連結会計期間より連結財務諸表を作成しているため、該当事項はありません。 

（２）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 
当第１四半期連結会計期間より連結財務諸表を作成しているため、該当事項はありません。 
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